
議題１ 次期大阪市教育振興基本計画について

• 教育振興基本計画に係る根拠法令 2
• 本市と国の教育振興基本計画の関連性について 4
• 改訂(案)の概略について 5
• 基本理念 6
• 改訂(案)の構成 ３つの最重要目標及び９つの基本的な方向 7

• 外国につながる児童生徒等(保護者を含む)への支援 9
• 学力向上事業の再構築 11
• 働き方改革 14

 教育振興基本計画改訂(案)に掲げる予定の施策のうち、
特に方向性の確認が必要な事項について

 教育振興基本計画改訂(案)の概略について
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教育振興基本計画に係る根拠法令
教育基本法

地方教育行政の
組織及び運営に
関する法律

大阪市
教育行政
基本条例

こども
基本法
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教育振興基本計画に係る根拠法令
• 国の教育振興基本計画を参酌する

→ 教育基本法 第17条第２項
• 市⾧は教育委員会と協議して教育振興基本計画の案を作成する

→ 大阪市教育行政基本条例 第４条第１項
• 学識経験を有する者の意見を聴く

→ 大阪市教育行政基本条例 第４条第５項
• 市民の意見を反映する

→ 大阪市教育行政基本条例 第４条第５項
• こどもの意見を聴く

→ こども基本法 第３条第３項 第４項
• 地方公共団体の⾧は、大綱を定め、又はこれを変更しようとするときは、総合教育会議に

おいて協議する
→ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 第１条の３第２項

• 市会の議決を経る
→ 大阪市教育行政基本条例 第４条第２項
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本市と国の教育振興基本計画の関連性について
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改訂（案）の概略について
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基本理念
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改訂(案)の構成 ３つの最重要目標及び９つの基本的な方向
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教育振興基本計画改訂(案)に掲げる予定の施策のうち、
特に方向性の確認が必要な事項について
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外国につながる児童生徒等（保護者を含む）への支援
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授業力向上への支援（全小・中学校等４１３校）

学力に課題の見られる児童生徒への支援（重点支援校９０校）

ブロック化による学校支援事業（R２～） 支援対象校：全小・中学校及び義務教育学校（小学校：283校、中学校：130校）

全小・中学校等を（413校）を４つのブロックに分け、各教育ブロック担当部長のマネジメントのもと、教育ブロック担当指導主事と学校の連携を密にし、各教育ブロッ
ク内の学校の実情や課題に応じたきめ細かな支援を行う。また、放課後学習等の支援や、授業中のきめ細かな支援を行う学びサポーターを配置する。

学びサポーターの配置
学習補助教材の配付
自主学習ノートの活用支援
先進的取組に向けた教職員研修の実施
各種検定の活用支援

＜各教育ブロックにおける具体的な支援内容＞

学力向上支援チーム事業（R４～） 支援対象校：全小・中学校及び義務教育学校（小学校：283校、中学校：130校）

教育ブロック担当指導主事やスクールアドバイザー（指導技術に長けた元校長等）などから構成される「支援チーム」が全小・中学校及び義務教育学校（413校）を定期
的に訪問し、教員の授業力向上を図る。さらに、学力に課題の見られる児童生徒（区分Ⅳ）の多い学校（90校）に対して、放課後学習等の個別支援を重点的に実施する。

Ⅳ

スクールアドバイザー
教員の授業力向上への支援
全小中学校を月２回程度訪問

指導技術に⾧けた元校⾧・元教員

学び
コラボレーター
児童生徒への支援

重点支援校90校に配置

学び
サポーター

放課後学習による児童生徒への支援
重点支援校90校に配置

学び
チーフコラボレーター

校⾧への支援
重点支援校90校に訪問

連携

１．これまでの主な学力向上事業

学力向上事業の再構築
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２．成果と課題

以上の観点を踏まえ令和８年度の大阪市教育振興基本計画の改訂に合わせて、学力向上事業の
再構築を行う

・現行の大阪市教育振興基本計画のもと、学力に課題の見られる児童生徒（区分Ⅳ）への支援を中心として「学力向上支援チーム
事業」における「学校訪問による教員の授業力向上支援」「放課後学習等の個別支援」や「ブロック化による学校支援事業」に
おける学びサポーターの配置を始めとした「ブロック課題に応じた個別支援」などの取組をすすめ、経年的に分析すると底上げ
が図られ小学校・中学校とも着実に学力向上がみられており（資料１）、全国平均を超える学校も増加している（資料２）。

・しかしながら、本市の全国学力・学習状況調査の結果は依然として全国平均には届いていない。また、シンクタンク統括室で分
析すると、区分Ⅳの児童生徒より上の中間層（区分Ⅱ・区分Ⅲ）、いわゆるボリュームゾーンにあたる層の学力向上の変化率は、
区分Ⅳの変化率より小さいことがわかった（資料３）。

・一方で、2040年以降の社会を見据えると、社会で求められる力の育成とともに、自分の可能性を追求し自己決定を繰り返しなが
ら生涯にわたり学び続けていく力が必要（資料４）となる。

・このような状況を踏まえ、今後の更なる学力向上に向けては、誰一人取り残さない学力の向上を基本的な方向として掲げ、これ
までの学力に課題の見られる児童生徒への支援に加え、それよりも上のボリュームゾーンにあたる層への支援も視野に、本市の
すべての児童生徒が学ぶ楽しさや学ぶ意義・必要性を実感するとともに、自分の可能性を追求し、生涯にわたり様々なステージ
において必要な知識・能力を自ら学び続けていく力を伸ばしていく必要がある。

学力向上事業の再構築
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３．学力向上事業の再構築の方向性

〇採用10年目までの教員が半数以上を占める本市において、学校現場からも教員の授業力向上のためのサポートが求められている。

〇シンクタンク統括室で本市の全国学力・学習状況調査結果を分析したところ、SES（社会経済的背景）の高低にかかわらず探究
的な学びに取り組んでいる児童生徒は、取り組んでいない児童生徒に比べて学力が有意に高いことが示唆された（資料５）。

これまでの成果をふまえ、子どもの学びを支え、学力に大きな影響を与える「教員の授業力向上」支援を中心にしながら、習得し
た知識を再現したり活用したりする質の高い探究的な学びを推進していく。あわせて、この取組をより効果的で持続可能なものに
するために、管理職のマネジメント力向上をはじめとして、各学校をきめ細かくサポートする支援体制の整備を図る。以上の観点
で学力向上支援チーム事業等を再構築する。

学力向上事業の再構築

視点①教員の授業力向上

視点②児童生徒への個別支援

〇国の中央教育審議会義務教育の在り方ワーキンググループ審議まとめでも、一人一人の「よさを徹底的に伸ばす」ことに対応で
きる学校教育の実現が示されている。

〇学力の伸び悩む児童への支援について、国算学びサポーターを配置するなどのこれまでの取組の結果、対象児童の学力が向上す
るのみならず、周りの学力に課題の見られる児童も学力が向上するといった成果が見られた（資料６）。

これまでの成果を踏まえ、個別最適な学びの充実に向け、従前の学びサポーターの配置に加えて、国算学びサポーターの配置や
ICTコンテンツの整備など、校⾧のリーダーシップのもと個別支援の充実を重点的に実施したい学校を広く支援できるようにする。
以上の観点でブロック化による学校支援事業を再構築する。
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これまでの働き方改革による取組

全ての子どもたちへのより良い教育の実現

教員の働き方満足度日本一 教員の職の魅力向上

子どもたち一人ひとりの個性や可能性に寄り添い、高い専門性を発揮できる教員へ

 ⾧時間勤務の解消

 ワークライフバランスの確立

 職場の風通しがよく、職場に起因するメンタル
不調が発生しにくい状態

 心理的安全性が確保された中で、貢献感と
やりがいを感じられる職場風土改革

 高い専門性と役割に応じた魅力ある処遇

 多様な個性とキャリアプランに応じた人材育成

働きがいを高めるための新たな取組

働き方改革 ～働きがいを高め、教職の魅力を高めるための総合的な取組へ～
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令和元年12月

令和５年５月

これまでの経過

「学校園における働き方改革推進プラン」 策定

第２期プラン（令和５年度～令和７年度) 策定

 プランに基づく様々な取組の成果により、時間外勤務が着実に減少するとともに、満足度指数も高まってきている。

＜月平均時間外時間＞ ＜満足度調査＞
満足度指数

60.9

62.0

63.9

年度

R4

R5

R6

平成31年度① 令和６年度② ②ー①

28:03 23:34 ▲ 04:29

43:41 37:31 ▲ 06:10

26:56 20:28 ▲ 06:28

全教員

小学校

中学校

幼稚園

課題

休職者

R5R4R3

1.111.391.05大阪市 (％)

0.770.710.64全国 (％)

本市教員の精神疾患による
休職者の割合が高止まり

＜教育職員の精神疾患休職者の割合＞

離職率

普通退職者数が増加傾向

＜新規採用者及び普通退職者の推移＞

人材確保

４年連続で教員採用テストの受験者が減少
するとともに、競争倍率も低下傾向

R6R5R4

631667578新規採用者(人)

283285240普通退職者(人)

＜教員採用テスト受験者等の推移＞

学校園や個人によって⾧時間勤務に濃淡が見られることに加え、次の課題が生じている。

【主な取組】 スクールサポートスタッフ・部活動指導員の配置、欠席連絡等アプリ・採点支援システムの導入、本務教員による欠員補充制度など

R6R5R4R3R2

1,9612,1262,2262,5492,632受験者(人)

3.73.37.317.59.2幼稚園(倍)

2.12.32.42.92.6小学校(倍)

3.23.73.44.43.1中学校(倍)※ 公立学校教職員の人事行政調査

働き方改革 ～働きがいを高め、教職の魅力を高めるための総合的な取組へ～
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